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平成31年度(令和元年度)事業報告書
平成31年4月 1日から令和2年3月 31日

特定非営利活動法人 コアネット
1事業の成果
(1)キャリア教育支援事業
東京本部 :都立高校生を中心に小中高生に対して延25校延約3,800人の生徒に実施した。
関西本部 :まだ導入して日は浅いが、普通高校2校延約500人の生徒と、新しく教職員35人にも実施した。
(2)教科教育支援事業
東京本部 :ロボットプログラミング授業は、中学校で毎年2校延約1,500人 の生徒に対して実施。企業・学校と連携
したものづくり教室では小学校12校延約1,150人の生徒に対して実施し、今年で13年目となり生徒は延10,αЮ人を
超えた。ものづくり理科実験教室では12か所の施設で延約750人の生徒に実施した。
関西本部 :ロボットプログラミング授業は、小学校から大学生まで幅広く20校で延約2,400人の生徒に実施、その
活動はTVや新聞に紹介された。企業との連携のものづくり教室は9校延約730人の生徒に実施した。理科実験教
室では11施設延約920人の生徒に実施し、地域ボランティアとして住民に授業への参加を呼びかけ地域活性化に
も貢献した。

(3)地域活性化やまちづくり支援事業
品川区のイベントが新型コロナウイルス感染防止のため中止となった。また他団体との共同企画2年目として、活
き活きシニアサロンを月一回開催、地域での一定の認知度を得たが、受益対象者の人数が伸びなかつた。

(4)東京本部 :板橋区企業商談会で2社を招致し、昨年以上の14社と商談をサポートすることができた。「可能性有」
の商談が64%は招致企業から評価された。
関西本部 :今年度は新事業セミナーや他団体との共同事業は成果に結びつかなかつた。従来の企業先へは継続
して支援を行つた。

2事業の実施に関する事項
に 216 円 )

事業名 事業内容
実施
日時

実施
場所

従事者の
人数

受益対象者
の範囲及び
人数 (千 )

事業費
の金額

1～ 2時限の出前授業
H31年5月 ～
R2年3月

東京,神奈
川、兵庫など
の中高27校

延238人

小、中、高校生

先生、延4,279人

合計29回

1.6531.小学校から大学院
の各種学校に対する
キャリア教育支援事
業 長期(半期・年間)の講座

H31年4月 ～
R2年 3月

高校1校
大学2校

延149人

合計33

高校生、大学生
延1,974人 792

ロボットプログラミング授
業

H31年4月 ～
陀年3月

主に中学校
22校 延 439人

小学～大学生

延3,961人

合計124回

2,607

企業、学校と連携したもの
づくり教室

Rl年 6月 ～
R2年3月

主に東京,静
岡,大阪,神戸
の小学校
21校

延286人

小学生

延1,882人

合計37回

6.364

行政機関、NPO等と連携した
ものづくり・理科実験教室

Rl年5月 ～
R2年3月

兵庫,大阪.東
京,神奈川の
小学校.学習C
23か所

延361人

小、中、高校生

延1,669人

合計56回

2,137

2.小学校から大学院
の各種学校に対する
教科教育支援事業

野外活動教室
Rl年8月 ～
11月

神戸龍谷中
学高等学校

延6人
中・高校生等

1回 延21人
72

3.地域の活性化やま
ちづくり支援事業

自治体主催の地域活性化
イベントに参加、支援

H31年4月 ～
R2年2月

品川区
区民会館

延43人
セミナー参加者
2CЮ人

110

各企業の個別課題解決支
援

H31年4月 ～
R2年 3月

各依頼元企
業

延138人
7社

合計57回4.中小企業、ベン
チャー企業に対する
指導と助言、経営支
援事業

商談会への発注企業招致
や販路開拓のためのマッ
チング

Rl年
10月 31日

板橋区立東
体育館

延7人 14商談

1,481

5.社会人に対する職
業能力開発及び経営
に関する支援

実施なし

6.地方公共団体に
対する職業遂行の効
率化に関する支援

実施なし

実施なし
7.その他この法人の
目的を達成するのに
必要な事業

■
■
■

ロ
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平 1 (令和元年度)活
平成31年4月 1日 から令和2年3月 31日

特定非営利活動法人 コアネット

科   目

294.000

980,(H30

2.961.000

3,358.891

7,959.526

12,748

2.558.080

3,941,000

0

13,889,245

147

294,000

147

2.425.(“46

298.168

34.482

31,952

635.373

45,586
407,411

3.433.560

0

277.594

24.000
4,169,644

501,225

2,468,606

129,097

0
38,787

561.919
-266.695

15.215.755

1 1 591

4.177

4177

219,754

55,705
55,935

10,958

53,000

62.307

5,237

46,789
115.574

6,220

22.4()6

21.200
548,476
12,450

11,923

3,133
157.247

209.l CX)

1.617.414

18 1

1.287.046

16.475.142

訳

■
| 17.762.100
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平成31年 (令和元年度)特定非営利活動に係る
令和2年 3月 31日現在

会計賃借対照表

特定非営利活動法人 コアネット
(単位 :円 )

科  目 金  額

76,386

18,241,510

293,916

3,490

266,695

I.資産の部
1.流動資産
(1)現金
(2)普通預金
(3)未収入金
(4)仮払金
(5)貯蔵品
流動資産合計 18,881,997

1

41,920

41,921

16.550

16.550

2.固定資産
(1)有形固定責産
① 工具器具備品
②―括償却資産
有形固定資産合計
(2)無形固定資産
① 電話加入権
無形固定資産合計

__固」重 菫 主■ _ 58,471

資産合計 18,940,468

720,180

249,000

0

209.100

Ⅱ.負債の部
1.流動負債
(1)未払金
(2)前受金
(3)預り金
(4)未払消費税等
___流‐動負債合計 1.178.280

ｎ
Ｕ

2.固定負債
固定負債合計
負債合計 1,178,280

Ⅲ.正味財産の部
前期繰越正味財産
当期正味財産増減額

16,475,142

1.287.046

17,762,188

負債及び正味財産合計 18,940,468
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平 1年度 (令和元年度)計 の注配
螢定韮菫型孟地法人三二室止

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2017年 12月 12日最終改正 NPO法人会計基準協議会)
によつています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は最終仕入原価法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて償却をしています。

(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込経理方式によつています。

2 の

3.使途等が制約された寄附金■の内訳
の

4.役■及びその近親者との取引の内容

科  目

1.小学校か
ら大学院の
各種に対す
るキャリア教
育支援事業

2.小学校か
ら大学院の
各種学校に
対する教科
教育支侵事
二

3.地域の活
性化やまち
づくり支援事
業

4.中小企彙、
ベンチヤー企彙
に対する槽導と
助古.饉営支
晨事業

5.社会人に
対する職棠
能力開発及
び経営に関
する支援事
菫

6.地方公共
団体に対す
る業務遂行
の効率化に
関する支援
菫 菫

7.その他、
この法人の
目的を達成
するのに必
要な事業

事業部門計 管理都円 合 計

1.経常収益
1.受取会費 294,000 294.000
2.受取寄附金 0.941.000 3.941.(1)0 3,941,000

3.受取助成金
4.事業収益 3.353.091 7.959526 12,748 2.553.030 13.88,245 10,009,245

5.その他収益 147 147

経常収益計 3.350.391 11.9CK1526 12.748 ム553.000 17.830245 294.147 1■ 124.302
肛.経常費用
(1)人件費

権利厚生費 4.177 4.177

人件費計 4.177 4.177

(2)その他経費
事務費 406.078 1.741).601 21.400 226.607 2.425.046 219,754 2.(,44.0(1)

通信費 35.733 237,900 1,301 23.074 298.168 55.705 350,870

交燎費 25.396 5.346 3.240 34.432 55.935 9Q417
会議費 11.132 20.320 31.952 lQ958 42.910

保険料 50.`】 10 53.000

地代家■ 95.570 400.760 3.390 06.153 035.373 12.307 697.680

水道光熱費 3.319 35.920 5.844 45.586 5.207

".021マ′カン管理費 34135 321,045 52.201 407.411 40,789 4“.200
消耗品費 80.072 3.200.404 7.584 107.500 3.433.560 115.5,4 3.549.104

租税公課 a220 6.220

広告宣伝費 00.370 191′ 75 0.456 21,993 277.594 22.400 3(X.∞0
諸会費 24.0()( 24,000 21,200 45,2`κ

交通費 927.600 2.092.021 50,900 215.303 4.169.644 543.470 4,710.120

講師謝金 25.225 2QO●0 456.000 501,225 501.225

講師諸経費 078.170 1.620.425 16.560 150.409 2.468.006 12.450 2.481.050

振込手数料 22.357 93.302 1.060 12.370 129,097 11,923 141.020

寄付金

滅価償却費 3.505 26.727 482 3.073 38,737 ■133 41.920

雑費 157.247 157.247

期首相卸 501.919 561.919 561.919

期末棚卸 △ 200.005 △ 266.605 △ 266.615

消費税等 209.100 209.1∞

その他経費計 2.445.095 1:.1'9.933 100.812 1.480.915 15.215.755 1.017.414 16.013.169

2.445.095 11.1 79.033 100.312 1,43Q015 15.215.755 1.621.591 10.037.346

913.790 2.614.400 △ 1.327.444 1.287.046

一一一一一一■■■■‖■■■■旧■■■■
■ ■ ■ ‖ ■ ■ ■ ‐ ‐ ‐
‐ ‐ ■■‐ ‐ ■ ‐ ‐

■■■■|■■■■■■■■■■■■■■■
■ ■ ■ ■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■■■ ■ ■
■ ■ ■ ‖ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ‖ ■ ■ ■

■■■■■
■■■■■

E=J■i■口■■
L,′ [:■■―R_■■ ■■La層」 ■■■■■回■■■■■回■■■■■巨】

1容 期首残高 期末残高 薔著

:葉寄付金 0.941.000 3.041.000

科 目
計●書類に針
上された金疇

内、役員
との取引

内、近親者及び
支配法人との取引

(活動計算書)

受取寄付金 0.941.(1)0 0.000 192.000

事務費 2.644.000 1.300.000

607.680 3`X)メ ,1,0

7.233.480 2_229.000 192.0010

290.016 53.916

フ20,100 347.391 6,340

地代家■
活動計算書計

(貸借対熙表)

未収入金

未払金

E■」 u■■ ■■■■■■■2亜m■■■■■■■■Πコ ■■■■■■■■Ⅸ亜】

|~亙W両面
「

~T研
用弱 ]
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平成31年度(令和元年 )特定非営利活動に係る事業会
令和2年3月 31日現在

目録

特定非営利活動法人 コアネット
( 位 :円 )

再日・げ

31,969

44,417

9,958,008

7,764,880

501.078

0

17,544

293,916

266,695

3.490

I.資産の部    ~~
1.流動資産
現金預金
東京現金
関西現金
三井住友銀行普通預金
三井住友銀行普通預金
りそな銀行普通預金
ゆうちょ銀行
ゆうちょ銀行
未収入金
5.中小企業支援事業未収入金
貯蔵品
ものづくり教窒キット

仮払金
3/5シニアサロン会場費
__=動責産合計 18.881,997

1

41,920

2.固定資産
(1)有形固定資産
工具器具備品
―括償却資産
有形固定資産合計 41.921

16.550

(2)無形固定資産
電話加入権

_… 合計 16,550

固定資産合計 58,471

「

¬口薔r――――――――――――― 18,940,468

641,326

78,854

209,100

249,000

I.負債の都
1.流動彙債
未払金
会員交通費
諸経費
31年分消費税等
前受金

令和2年度会費83名
流動負債合計 1.178.280

2.固定負債
固定負債合計

負債合計 1,178,280

正味財産 17,762,188

「■:t



平成31年度(令和元年度)年間役員名簿
平成31年 4月 1日 から令和2年 3月 01日まで

特定非営利活動法人 コアネット

( 及 21 上、チェックを入れて い )

И以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
1,)し の 21

2 ■■―■

役名
どちらかにO

フリガナ
住所又は居所

前事業年度の
就任期間

報酬を受けた期間
(餞当者のみ記入)氏名

理事 監事

マスンマ  ンヨウ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
増島 勝

監事

ヒラ′ゞヤシ カツトシ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
平林 克敏

監事

ミヤサ
・
キ ケンサク 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 01日

なし
宮崎 顕作

監事

イワタ コウイテ 平成01年 4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
岩田 幸―

監事

イ′ウエ 対ノフ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 01日

なし
井上 正信

監事

オノウエ ショウン 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
尾上 正田

監亭

カワニシヒ
"v,

平成01年 4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
川 面 啓晴

監事

ムラヤマ カツヒコ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
村山 勝彦

監事

ヨシナカ
・
 スナオ 平成01年 4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
良永 順

10 監事

ヨネクホ
・
 ケン 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
米窟 健

11 監事

キサカ カス
・
ヒコ 平成01年 4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
木坂―彦

12 監事

キタヤマ マサノプ 平成01年 4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
北山正信

13 監事

コ′rヤシ マサヒロ 平成31年4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
小林格浩

14 監事

ハキリラタッオ 平成31年4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
萩原達男

15 監事

ハセカ・ワ リョウイラ 平成31年4月 1日

令和2年 0月 01日

なし
長谷川燎―

10
/´｀ヽ

理事o室リ
オワ ヒロ,カ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
尾和 寛書

17 理事

スス・キ ′リオ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

なし
鈴木 則夫

書式第18号 (法第23条関係)

ロロ
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特定非営利活動法人 コアネット

氏 名 住所又は居所

1 増島 勝

2 平林 克敏

3 宮崎 顕作

4 木坂―彦

5 岩田 幸―

6 井上 正信

7 尾上 正嗣

8 川面 啓晴

9 村山 勝彦

10 良永 順

11 北山正信

12 小林格浩

13 萩原達男

14 長谷川鎌―

15 米窪 健


